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（請願主旨）
　「放射能等災害対策特別委員会」の再度の設置を求めます。
（請願理由）
2011年の東京電力福島第一原子力発電所の事故により私たちの住む柏市も放射能に汚染され、住民は被曝しました。その汚染濃度は空間線量・土壌汚染などの数値で比べると、いわき市など福島県内の一部の自治体よりも高く、「ホットスポット」となってしまいました。その事実から私たち柏市民は逃げることはできません。　柏市による甲状腺エコー検査の結果、「検査を受けた173名中、直ちに細胞診や血液検査などの二次検査の必要なC判定の子どもが11名いた」という結果がHP上で公表されました。この「放射能汚染による健康被害の問題」は、これから長期にわたって続くことがチェルノブイリ原発事故の例からも予想され、市民や議会はチェックし見守り続けていく必要があります。
子どもたちや大人の健康を守るためにこれまで実施されている種々の施策、例えば健康診査、マイクロスポットパトロール、公有地・民有地での線量測定と除染、学校・保育園・幼稚園等の給食、農産物を含む食品等の放射線量検査などをこれから継続・拡大していくことが求められています。そのため多岐にわたる対策を、行政・議会・市民が共に手を携えて進めていかなくてはならないと考えます。保健所、学校教育、環境、農政、防災など各行政組織にまたがって放射能対策を一括審議し調整できる委員会が必要です。
議会側の窓口であるこの「放射能等災害対策特別委員会」が無くなってしまうことは放射能対策の請願も色々な委員会に分散されて審議されてしまい、傍聴も困難になり、市民の負担を増やす結果となります。
請願権は市民の権利です。できるだけスムーズに審議できるようにすることは議会の役目であると考えます。また、議会が「放射能対策のための委員会はいらない」と決めることは、行政に対して「放射能対策事業をあえて積極的に進めなくともよい」という理由付けを与える事にもなりかねません。
子どもたちや大人の健康を守るため、これから長期にわたって取り組まねばならないこの課題に対し、「放射能問題はもう終わった、対策事業は必要ない」という誤ったメッセージを議会が発信することになってしまいます。
上記の理由から私たちは「放射能等災害対策特別委員会」の再度の設置を求めます。
